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デジタル成熟度診断
デジタルトランスフォーメーション（DX）を推進するにあたり、まず自社のDXの状況を把握する必要
があります。KPMGは、グローバルで開発した「デジタル成熟度診断ツール」を活用し、診断結果をグ
ローバル平均と比較・分析することでDXにおける重要課題を洗い出し、全社的なDXを支援します。

DX推進におけるデジタル成熟度診断の位置づけ

KPMGによるデジタル成熟度診断の特徴
素早い評価の実施と、ベンチマーク（判断基準とするため各国企業のデータを
基に算出したグローバル平均値）との比較などの網羅的分析や全体ロードマッ
プの素案策定など、将来のDX戦略につながる全社的検討を、同時に実現するこ
とが可能です。また、診断をすべてリモートで実施することもできます。

デジタル成熟度診断の結果により
DX推進の施策を総合的に提案

DX（デジタルトランスフォーメーション）
推進戦略策定が急務

新規参入者
（デジタルディスラプター）の出現

Exhaustive
全社のデジタル対応状況
をドメイン別で網羅的に
把握・分析が可能

Roadmap
ロードマップ素案を基に
した、優先順位を持った

DX戦略推進が可能

Remote
プロジェクト立ち上げから
インタビュー、分析に至る
までフルリモートワークで

対応可能

Quick
成熟度診断から課題分
析・ロードマップ作成を
最短3ヵ月で実現が可能

Global
グローバル平均スコアと
自社のデジタル対応の
ギャップ分析により、戦
略的な施策検討が可能

世界的に進む急速なデジタル化の波により、さまざまな業
界に新しいデジタル技術を用いた破壊的な新規参入者（デ
ジタルディスラプター）が現れています。そのような中で、
競争優位性を確保するためのDXに迫られている企業やDX

の必要性に気づく企業が増加していますが、DXは単なるデ

ジタライゼーションとは異なり、企業改革を目的とするた
め、全社施策としての具体化やその効果創出計画が重要で
す。KPMGは、グローバルアセット「デジタル成熟度診断
ツール」を用いて、全社的なデジタル活用状況を素早く可
視化し、企業のDX推進を支援します。

デジタル活用状況と課題の素早い把握や、
ベンチマークとの比較が必要

KPMGのグローバルアセット
「デジタル成熟度診断ツール」

による可視化・分析
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デジタル成熟度診断：アプローチ・成果物イメージ
「デジタル成熟度診断ツール」を用いたインタビュー結果を基に、全社のデジタル成熟度
を診断します。デジタル化検討テーマやベンチマークとのギャップなどを分析し、ワーク
スタイル変革やDX推進に必要な施策案の定義・優先順位の決定を支援します。

DX方針や現状を基にデジタル化検討
テーマや成熟度診断評価項目、イン
タビュー対象などの進め方を合意

デジタルドメイン 項番 デジタルサブドメイン 説明 ソリューションキーワード

1.1

デジタル起点の経営改
革ビジョン

特定部署・担当者レベルではなく全社
横断レベルで、直近の現実的なゴール
設定も含め、自社におけるデジタル技術
活用に向けたビジョンが発信されている。

・デジタル戦略とビジョン
の適用範囲

・レベル1のデジタル組織は、デジタルが自社の事業でどのような役割を
果たすかについて、全社的に明文化されており、合意済みであり、満
足されているビジョンを掲げていない。実施されているデジタル投資は
散発的であり、より包括的な戦略との整合性がとれておらず一貫性を
欠いている。上級管理職 (シニア・マネジメント) は、デジタルが自社の
事業に対して提起する脅威や機会に関していかなる展望も持ってい
ない。
・デジタルに対するビジョン・対応が存在しない。

レベル2のデジタル組織は、デジタルが短中期的にどのように自社の事
業に影響を及ぼすかに関し、アドホックな (非体系的な) 知識を断片
的な形で保有している。改革への取り組みは散発的であり、統一的
なテーマや将来ビジョンと整合していない。上級管理職のメンバーの一
部は、デジタルが事業に及ぼす影響について思考を展開していること
もあるが、広く承認された合意済みの見解は全社的には得られていな
い。デジタルを活用する若干の戦術と戦略が導入されている。
・デジタルに対するビジョン・対応はアドホックである。

●経営層はデジタル化(デジタルマーケティング、RPA,ビッグデータ活
用等)の必要性は感じている。
●ただ、取組としては部分的な事業(エクシブ湯河原での実験的な導
入など)でしか実施できていない。
●範囲も限定的。事業横断性もなく、デジタルに対するビジョン・対応
はアドホックといえる。

レベル3のデジタル組織は、デジタルが短中期的にどのように自社の事
業に影響を及ぼすかをよく理解しており、一貫性のある対応施策を導
入して、そうした影響の有効利用やその脅威からの防御を図っている。
より広範な事業計画を検討するための1つの視点としてデジタルに関
するビジョンを策定しており、単一の統一的なビジョンを生み出す限定
的な結果責任 (アカウンタビリティ) を上級管理職レベルで担ってい
る。デジタルへの投資はごく普通に実施されているが、組織内でサイロ
化していることが多く、一貫性を欠き、他部門に追随する「右へ倣え」
であることも多い。
・デジタルに対するビジョン・対応はされているがサイロ化されており、部
門横断の一貫性に欠ける。

レベル4のデジタル組織は、デジタルが短期、中期、および長期的に自
社の事業をどのように後押しするかに関するビジョンの明確さを実証し
ている。上級管理職は、このビジョンをより包括的な事業計画と結び
付けた形で実現する結果責任 (アカウンタビリティ) を担っている。デジ
タルへの投資は、ビジョンへの一貫性と忠実性が保証されるように、点
検と審査を受けている。ビジョンは事業戦略全体と合わせて更新さ
れ、デジタル市場に関する豊富な知識が維持されている。
・デジタルに対するビジョン・対応は全社的に行われており、管理・監
視もされている。

レベル5のデジタル組織は、デジタルに対するビジョンと事業について、
短期、中期、および長期にわたる絶対的な一貫性と明確さを確立し
ている。上級管理職は、デジタル計画の実施とそれによる競争優位の
強化に注力している。事業全般にわたる一貫性と整合性を備え、そ
のビジョンに向けて会社を前進させるデジタル活動プログラムが策定さ
れている。ビジョンの更新は、事業戦略の全体的な見直しと合わせ
て、また市場でイノベーションや変革が起こったときに実施されている。
・デジタルに対するビジョン・対応は全社的に行われており、市場とのア
ラインも逐次できており高い効果を発揮している。
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1.2

全方位的なデジタル戦
略構想

顧客接点や一部の事業・機能領域に
おけるデジタル施策（群）だけではな
く、従業員やビジネスパートナーを含めた
全ステークホルダーに対する価値提供の
局面とプロセスをカバーする、全社レベル
のデジタル戦略が掲げられている。

・デジタル施策に対する
投資計画

レベル1のデジタル組織は、デジタル投資の評価とその結果としての投
資判断に関連して、誰が主な利害関係者であるかに関する明確さが
欠けていることを特徴とする。概して、デジタル投資に関する明確な資
金拠出メカニズムが存在しておらず、戦略の策定時に資金を拠出させ
るためには、まず有望な投資先としてデジタルを売り込む必要がある。
・デジタル施策対応に関する投資計画が存在しない。

レベル2のデジタル組織は、多数の利害関係者と幅広く交渉してデジ
タル能力に投資する必要性を説得する必要があることを特徴とする。
多くの場合、限られた費用・便益データしか入手できない状況でデジタ
ルを正当化するビジネスケースを作成する必要があるが、変革を正当
化するための根拠の構築には業績のベンチマーク評価と業界データが
使用されている。
・デジタル施策対応に関する投資に関し社内的な理解度が低く、社
内合意に相応の労力が必要。

●新たな機能要件の追加には制約(業務への影響や予算面等)が
多く決断ができていない
●改革のポイントやビジネス上の課題は理解しているが、承認していた
だける範囲も限られている。また、リソースも限られており、改革推進の
担当者・担当部門、予算の確保は限定的。
●デジタル施策対応に関する投資に関し社内的な理解度が低く、社
内合意に相応の労力が必要といえる。

レベル3のデジタル組織は、デジタル変革のビジネスケースを構築し、検
証し、承認するために組織内のどの利害関係者の関与を仰ぐ必要が
あるかが明確であることを特徴とする。変革のビジネスケースには、通
常、投資評価を作成して明確なスポンサーを獲得するための限定的
な裁量資金が計上されている。デジタル変革から得られる便益に対し
てある程度の認識は存在していることもあるが、通常は、デジタル変革
に伴う費用に対する認識の方が発達している。
・デジタル施策対応に関する投資に関し社内的に一定の理解があ
り、社内合意にはそれほど労力を必要としない。

レベル4のデジタル組織は、マーケット・インテリジェンス (市場分析情
報) と過去の投資成果データに基づく堅実な投資評価を通じて裏付
けられたデジタルへの投資機会を上級管理職レベルの利害関係者が
支持していることを特徴とする。デジタルへの投資判断は、信頼性の
高いROIメトリック (評価指標) に基づいて下されており、デジタル事
業の利害関係者が積極的に関与してデジタル投資の需要を予測し
ている。
・デジタル施策対応に関する投資に関し社内的に理解度が高く、積
極的な予算配分がされている。

レベル5のデジタル組織は、企業戦略と整合した予算およびROIを基
盤としてデジタル・ポートフォリオに資金が投じられていることを特徴とす
る。上級管理職からのデジタル戦略に対する明確なニーズが存在する
ことが投資を支えており、ビジネスケースは、標準化された承認済みの
便益計算と費用データに基づいて作成されている。特に優れた組織
は、通常、デジタル分野における「イノベーション」を目的とした使途が
自由な裁量資金を保持している。
・デジタル施策対応に関する投資に関し社内的なニーズが高く、予算
額についても自由度が高い状態。
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1.3

経営層のコミットメント CIOやCTOに限らず経営層全員が、デ
ジタル・ディスラプション（デジタル時代の
創造的破壊）の影響を、脅威だけでは
なく機会も含めて正しく理解しており、自
社のデジタル戦略の実行・実現にコミット
している。

・デジタル施策に対する
コミットメントと投資実行

レベル1のデジタル組織は、デジタル戦略に対する経営幹部 (エグゼク
ティブ) レベルの結果責任 (アカウンタビリティ) を規定しておらず、デジ
タル能力が組織の内部に存在していない。このレベルの特徴は、デジタ
ル能力の育成や拡大強化に対する投資がほとんど (またはまったく)
存在しないことである。
・エグゼクティブがデジタル施策の推進・予算実行にコミットメントしてい
ない。

●現段階では、業務/システム施策適用は事業別/単発的に実施さ
れている。
●デジタル施策に特化したプロジェクトの推進・予算実行のコミットメン
トはまだされていないといえる(当プロジェクトがデジタル化への第一歩)

レベル2のデジタル組織は、デジタルに対する中間管理職/上級管理
職の結果責任を規定しているが、デジタルは「戦術的」レベルの投資し
か引き出すことができず、戦略的計画には含まれていない。低水準の
デジタル能力が組織内に存在し、不規則に散在している。
・エグゼクティブがデジタル施策の推進・予算実行にコミットメントはされ
ているが、投資実行が単発的で暫定対応的。

レベル3のデジタル組織は、デジタルに対する経営幹部の結果責任を
規定しているが、そのような責任が、戦略計画の枠内での投資や影響
力という点で、デジタルの受益部門の中で常に発動されているとは限
らない。組織内には、認知された体系的なデジタル能力が存在する
が、戦術的な性質の変革しか実現できていない。
・エグゼクティブがデジタル施策の推進・予算実行にコミットメントはされ
ており、一定の投資実行はされているが定常的ではない。

レベル4のデジタル組織は、デジタルに対する経営幹部の結果責任を
規定しており、デジタル能力には戦略計画の一部として多額の資金が
投じられている。組織内で大規模なデジタル変革を生み出すことがで
きる認知された体系的なデジタル能力が存在している。
・エグゼクティブがデジタル施策の推進・予算実行にコミットメントはされ
おり、定常的に多額の投資実行がされている。

レベル5のデジタル組織は、デジタルに対する経営幹部の結果責任を
規定しており、デジタル能力には戦略計画の一部として多額の資金が
投じられている。デジタル能力は、事業部門の中で中心的な位置を
占めており、アジリティの高い形で大規模な変革を生み出すデジタルの
センター・オブ・エクセレンス (CoE) の役割を果たしている。
・エグゼクティブがデジタル施策の推進・予算実行にコミットメントはされ
ており、事業計画上、最も高い、多額の投資実行がされている。
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1.4

デジタル文化の醸成 社内でも従業員に対してデジタル技術
やモバイル技術の利活用が推奨され、
“血の通った”デジタル戦略の実行環境
が整えられている。

・デジタルリーダシップ
(CDO)の擁立

レベル1のデジタル組織は、組織全体にわたるデジタルの利用、調整、
開発に関する責任を担うリーダーシップの役職を何も設けていない。
デジタルのオーナーシップ (統括責任) は限定的であり、非公式な形
で個人によって自発的に担われているだけである。デジタル・アジェンダ
を推進する責任は、職務記述書の中で正式に規定されていない。
Cレベルの経営幹部はデジタルを理解しておらず、自社の事業に対す
るその影響力も認識していない。
・デジタル施策を推進するデジタルリーダシップ(CMO、CIOや部門長)
が不在。

●代表取締役社長、副社長や専務/常務、各本部での執行役員
は擁立されているが、デジタル施策を推進するCIO/CMOの役職/任
命者は存在しない。
●デジタル文化の醸成/デジタルリソースの採用も積極的に行われて
いない。

レベル2のデジタル組織は、組織全体にわたってデジタルを通じて成長
を戦略的に推進する責任を担うCレベルのエグゼクティブ (通常は、
CMOまたはCIO) を設けている。
CMOまたはCIOは、デジタル・アジェンダを推進する結果責任を担って
おらず、採用の拡大に関する業績評価を受けていない。
この役職は、デジタルを通じて持続可能な成長を実現するためのデジ
タル戦略の策定とテクノロジー・インフラストラクチャの構築といった責務
の推進も限定的。
・デジタル施策を推進するデジタルリーダシップ(CMO、CIOや部門長)
が存在しているが、デジタル文化の醸成、デジタルリソースの採用は部
分的にしか行われていない。

レベル3のデジタル組織は、組織全体にわたってデジタルを通じて成長
を戦略的に推進する責任を担うCレベルのエグゼクティブ (通常は、
CMOまたはCIO) を設けている。
CMOまたはCIOは、デジタル・アジェンダを推進する結果責任を担って
おり、採用の拡大に関する業績評価を受けている。
この役職は、デジタルを通じて持続可能な成長を実現するためのデジ
タル戦略の策定とテクノロジー・インフラストラクチャの構築を主要な任
務としている。
・デジタル施策を推進するデジタルリーダシップ(CMO、CIOや部門長)
が存在しており、デジタル文化の醸成、デジタルリソースの採用を進め
ている。

レベル4のデジタル組織は、事業部門全体にわたってデジタルを推進
する上でマーケティング部門とIT部門を連携させることの重要性を認
識している。
CMOとCIOは緊密に連携して働きながら、デジタル戦略を共同で実
行に移している。この2つの役職は、連携し合ってマーケティング戦略と
テクノロジー戦略の整合を図り、データ・アナリティクスをマーケティングの
戦略的意思決定の中心に置き、組織規模のデジタル・アジェンダを先
導している。
CMOとCIOは、デジタルの性能、採用、および成果達成に対して直
接の結果責任を担っており、それに応じて業績評価を受け、報酬を得
ている。
・デジタル施策を推進するデジタルリーダシップ(CMO、CIOや部門長)
が存在しており、デジタル文化の醸成、デジタルリソースの採用を業績
評価と連動した形で、連携して強力に推進している。

レベル5のデジタル組織は、デジタルを戦略的な分野であると認識して
おり、Cレベルの経営幹部に対して、デジタル戦略を組織横断的に推
進する責任を単独で担うように規定している。
最高デジタル責任者 (CDO) が上層部のリーダーとして任命されてお
り、デジタル・ロードマップの包括的な戦略、設計、および実施に対する
責任を担っている。
CDOは、真に組織横断的なデジタル・チームによって補佐されており、
組織内で、他の事業体と連携して職務を果たす権限を付与されてい
るCDOとデジタル・チームの主な注力先は、技術的な意思決定を下
すことや、企業のインフラストラクチャを運用することではなく、データを
分析し、それがビジネスとカスタマー・エクスペリエンスにどのように関連す
るかを明らかにすることである。
・デジタル施策を推進する専門のデジタルリーダシップ(CDO)が存在し
ており、デジタル文化の醸成、デジタルリソースの採用を業績評価と連
動した形で、主導的に全社適用を進めている。

1

成熟度内容詳細

Level 1 Level 2 Level 3 Level 4 ScoreLevel 5

デジタルトランスフォーメーション
可視化フレームワーク

デジタル起点の
経営方針

現状確認
進め方合意

インタビュー
実施

分析と考察

DX推進案の策定

デジタル成熟度診断ツールのインタ
ビューシートを基にインタビュー
※リモート実施も可能

診断結果を基にベンチマークとの
ギャップ分析、検討テーマとインタ
ビュー結果の検証等を実施

全体のあるべき姿の定義とロードマップ
素案、先進IT活用施策一覧を策定・
合意

デジタル化検討テーマ 成熟度診断評価項目
No. 分類 ヒアリング項目 ご回答欄

1-1 経営の視点

貴社の働き方改革(デジタル化への取組)に関する中期経営
目標(3-5項目など)があればご教示ください。
また、具体的に実施されている施策、課題等あればご教示くだ
さい。

1-2 働き方/オペレーション
経営トップから求められているビジネスポリシーやワークスタイルに
関する指摘がありますでしょうか？
※No.1の目標に対するソリューションというイメージ。

1-3 ビジネスの視える化 経営層が働き方変革に関するビジネス進捗/KPIを簡単に把
握できるような状況になっていますでしょうか？

1-4
デジタル化取組マネージャー課

題TOP3
(貴社社員側の視点)

経営レベルではなく、デジタル化取組チームのマネージャー単位
で日々のマネジメントで問題になっている課題として、3つ上げる
としたら何がありますでしょうか？

1-5
デジタル化取組担当者課題

TOP3
(貴社社員側の視点)

デジタル化取組担当者視点の業務上の課題として、トップ3を
挙げるとしたら何がありますでしょうか？

1-6 デジタル化ベンダー課題TOP3
デジタル化ベンダーの業務上の課題として、トップ3を挙げるとし
たら何がありますでしょうか？

1-7 システム部門
課題TOP3
デジタル化システムを維持・メンテナンスしていく上の課題として、
トップ3を挙げるとしたら何がありますでしょうか？

デジタル化化対象の特定について
ライフサイクルについて(要件定義・設計・開発・リリース)
ライセンス・ユーザ権限
運用マニュアル、ユーザ定着化
プロジェクトマネジメント
社内啓蒙、チェンジマネジメント
ナレッジ・ドキュメント管理
KPI、ROI、ダッシュボード
インフラ設計(ツール連携、クラウド化)

1-8

デジタル化課題
※現行デジタル化推進につい
て、代表的な課題や困りごとが

あればご教示ください。

インタビューシート インタビュー結果サマリ

成熟度診断結果 分析レポート

最終報告書
ロードマップ素案

先進IT活用施策一覧

導入アプローチ
デジタル化変革の実現に向けて、施策適用はすべての施策を一気に実施せず、施策の
優先度に沿って段階的に導入・展開する

現状
(STEP0)

当面
目指す姿
(STEP1)

目指すべき姿
(STEP2)

目指すべき姿
(STEP3)

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

デ
ジ
タ
ル
化
の
度
合
い

デジタルトランスフォーメーション計画の策定
変革実現の施策策定
変革のロードマップ
変革に向けた組織検討

RTG経済圏構築による顧客囲込み(全グループ)
STEP1-2での先行施策(RPA/デジタル認証など)の全グループ展開
GPS/RFIDによる顧客動線可視化
デジタルサイネージ/デジタルコミュニケーション など

事業横断の顧客情報統合/連携の実現
会員ID⇒顧客IDでお客様を特定
すべての顧客接点情報が全本部で共有
デジタルマーケティングによる営業強化
RPAによる業務自動化

RT経済圏構築による顧客囲込み(全社)
STEP1での先行施策(RPAなど)の全社展開
デジタル認証(顔認証/ナンバー認証等)
VOC一元管理・共有 など

取組みステップ 実現すべき状態

最優先施策

デジタル成熟度診断：評価項目概要
デジタル成熟度診断はデジタル変革企業としての成熟度の評価を目的としています。デジ
タル経営環境に企業がどの程度適応する力があるかを5つの領域から可視化・評価し、今後
どのようにビジネス環境を変革していくべきか、検討を進めていくことで、全社的なデジ
タル戦略・構想を描くことが可能になります。

• UXデザイン志向
• アジャイル開発手法
の実践

• デジタルプラット
フォームの最適化

• 計数管理とアナリ
ティクス

デジタル志向の
プロセス確立

• プロジェクトガバナ
ンス体制の確立

• デジタル技術に係る設
計・開発方針の統一

• “デジタル経営企画”
機能の確立

• デジタル付随リスク
の管理体制の確立

デジタルガバナンス
体制の確立

• デジタルパートナー
との協業

• モバイル技術環境へ
の洞察

• モバイル活用による
接点強化

• ソーシャルメディア
による影響力拡大

• クラウド活用による
ITインフラの自由度
向上

• デジタル化を支える
デジタルテクノロ
ジー基盤改革

先端デジタル技術
の駆使

• デジタル起点の
経営改革ビジョン

• 全方位的なデジタル
戦略

• 経営層のデジタル戦略
へのコミットメント

• デジタル文化の醸成

デジタル起点の
経営方針

• 外部の高度デジタル
人材の獲得努力

• デジタル・リテラ
シー教育への投資

• デジタル人材の機動
的配置・活用

• オープンで柔軟な
ワークスタイルの確立

デジタル対応能力
の強化

デジタル経営環境への適応力を可視化する5つの領域
経営戦略 人材・教育 プロセス ソリューション ガバナンス

*図表はすべてイメージです
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デジタル成熟度診断：評価結果概要例
診断結果として、以下のような評価項目別のスコアを表示します。KPMGの持つベンチ
マークと比較し、DXの進み具合に加えて優位点と要強化点を可視化します。

1. デジタル起点の経営方針

2. デジタル対応能力の強化

3. デジタル志向のプロセス確立

4. 先端デジタル技術の駆使

5. デジタルガバナンス体制の確立

デジタル成熟度診断結果

オープンで柔軟な
ワークスタイルの確立

モバイル技術環境への洞察

クラウド活用による
ITインフラの自由度向上

デジタル化を支える
デジタルテクノロジー基盤の改革

デジタル付随リスクの管理体制の確立

優位点

「クラウドをベースとしたIT利用環境の整備」「在宅か
らのリモートアクセスに関わるリスク管理体制」は比較
的スコアが高い。在宅を含めたリモートワークのインフ
ラ利用の基盤の準備はできていると評価できる。

要強化点

モバイル端末を活用し、どこでもいつでも業務継続がで
きる状況とは言いがたい。業務システム利用のためには
出社する必要があり、当該部分に改善の余地がある。

デジタル成熟度診断後のDX推進アプローチ
デジタル成熟度診断後のDX推進は、次ステップ「DX施策の実行」として、診断で得られ
た結果を基に具体的な計画を立て、ロードマップに従って具体化・推進します。

進め方

想定
アウトプット
（例）

主要作業
項目

目的

デジタル成熟度診断

1. トップインタビューによる目指す方向性、取組み、
および検討状況の確認を「デジタル成熟度診断
ツール」を基に実施

2. これまでの取組み、および検討内容の把握、検討
テーマの合意

3. 「デジタル成熟度診断ツール」の内容理解と合意
4. インタビュー実施（各部門：成熟度診断）
5. インタビュー結果分析と考察
（グローバル平均とのギャップ分析含む）

6. 分析結果・考察を基にした議論と議論結果の整理、
先進IT活用施策の定義および全体ロードマップの
素案策定

7. 最終報告、資料提出

• 企業のデジタル化状況の確認
• 可視化結果に基づく、デジタル化施策の検討

 簡易インタビュー結果、デジタル化検討テーマ
 インタビューシート、インタビュー結果
 デジタル成熟度診断評価レポート
 先進IT活用施策一覧
 全体ロードマップ素案

ステップ1 

DX施策の実行

ステップ2

• 優先度の高い施策のROIを踏まえた詳細実行計画の策定
• 対象施策のグランドデザイン策定・RFI作成
• システム導入、プロセス改革の実行

1. 各施策実現に向けた現状分析・詳細な検討、実施す
る施策の絞り込み（例：会計システムの再構築等）

2. 施策の想定効果・リスク対策、業務への影響検討
3. 全体ロードマップ策定（マスタスケジュール、方針、
体制）

4. RFI作成・配布・とりまとめ、ベンダー特徴と概算
見積もり確認・ベンダー候補絞り込み

5. グランドデザイン策定
（機能・非機能要求定義、管理項目定義等）
5.1.インタビュー実施（関連する事業部門）
5.2.機能・非機能要求定義

6. 最終報告書とりまとめ・報告後の資料最終化
※システム導入、プロセス改革の実行は施策別に検討

 施策実行詳細計画書
 施策実行時における想定効果・リスク対応策一覧
 全体ロードマップ
 領域ごとのイメージ
 グランドデザイン資料

平均値 貴社のスコア
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スタッフ間のコミュニケーションを促す社内ナレッジの管理を共通
ナレッジDBを構築して実施します。ナレッジの特性に応じて、ナ
レッジ管理者が情報収集・蓄積する場合と、システムで自動的に対
象情報ソースをクローリング・必要な情報の蓄積・インデックス作
成・タグ付けを実施する場合があります。従業員はポータルや検索

機能を通して必要な情報にいつでもアクセスが可能です。これによ
り単純な情報共有だけでなく、DX推進プラットフォームとして社
内ナレッジDBを活用した、場所にとらわれない新たなサービス開
発が可能となります。

共通ナレッジDB

出力・検索（アクセス管理）

社内ポータル連携 チャットボット検索社員自身による検索

従業員 従業員 従業員

クローリング・AIタグ付け・蓄積

各種コミュニケー
ションツール

共有
フォルダ

個別ナレッジ
DB

ウェブ

ナレッジ管理者によるナレッジ蓄積

従業員

ナレッジ管理者

プッシュ型 プル型

フ
ロ
ー

ス
ト
ッ
ク

デジソル計画資料

最新デジタル技術 競合動向

社内ソーシャル
関連トピック お客様の声

マーケティング・カスタマー
エクスペリエンス関連情報 セールス関連情報

R&D関連情報 PoC実行ガイドライン RFPテンプレート・
運用ガイドライン

実行中デジタル
ソリューション案件情報

過去のデジソル
案件情報

デジタル関連
セミナー・研修情報

デジタル用語集

デジタルSME
（内容領域専門家）

VMO（ベンダーマネジメント
オフィス）保有情報

グループ連携情報

DX推進事例：DXナレッジ共有

KPMGの強み
グローバルネットワーク
グローバルネットワークと豊富なクロスボーダープロジェクトの経
験を活用し、デジタル成熟度診断、DX推進、IA（インテリジェン
ト・オートメーション）適用診断（現状分析・IA化領域特定）、将
来像の定義、ソリューション選定、IAの導入、業務改革等に対する
支援サービスを提供します。

業界およびDXの知見
国内外のRPA導入先端事例をはじめとしたDXの知見、および各業界
の企業に対する豊富な支援実績を基に最適な業務改革を支援します。

コミットメント
クライアントと長期的な信頼関係を構築することが第一と考えます。
企業のビジネスにとって、真に効率的・効果的なソリューションを提
供します。
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